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見直し額

教育委員会費 ○ ○ S23 65 3 ○ 1,634 0 0 1,634 ○ ○ ○ 0

事務局管理費 ○ H14 11 1 ○ 1,701 0 0 1,701 ○ 0

教職員厚生管理事業 ○ S21 67 2 ○ 99,524 0 0 99,524 ○ ○ ○ ○ △ 16,377

全日制管理費（ＥＥプラン） ○ S63 25 7 ○ 338,730 234,297 0 104,433 ○ ○ ○ △ 406,437

定通制管理費（ＥＥプラン） ○ S63 25 3 ○ 15,178 11,675 0 3,503 ○ ○ 0

実習費 ○ S23 65 1 ○ 32,211 0 27,952 4,259 ○ ○ ○ 0

実習船運営費 ○ S23 65 1 ○ 155,611 0 24,350 131,261 ○ ○ ○ ○ 0

県立学校耐震化促進事業(高等学校費) 元気な社会 ○ H19 6 1 ○ 382,020 0 379,793 2,227 ○ ○ ○ ○ 0

特別支援学校管理費（ＥＥプラン） ○ S63 25 5 ○ 63,995 42,939 0 21,056 ○ ○ ○ ○ △ 32,774

事務局費（県立学校管理者賠償責任保険負担金） ○ S51 37 1 ○ 1,464 0 0 1,464 ○ 0

全日制管理費（校長会等負担金） ○ H10 15 1 ○ 2,648 0 0 2,648 ○ △ 667

定通制管理費（校長会等負担金） ○ H10 15 1 ○ 166 0 0 166 ○ △ 23

実習費（特別支援学校） ○ H24 1 1 ○ 250 0 0 250 ○ 0

実習船運営費（実習船運営協議会負担金） ○ S23 65 1 ○ 600 0 0 600 ○ 0

特別支援学校管理費（校長会等負担金） ○ H10 15 1 ○ 1,139 0 0 1,139 ○ △ 230

定通制管理費（スクールバス代行運転委託） ○ S46 42 1 ○ 1,630 0 0 1,630 ○ ○ 0

16 11 1 5 31 16 0 1,098,501 288,911 432,095 377,495 2 6 0 1 1 3 0 0 1 2 2 1 1 0 0 0 0 10 0 6 0 0 0 0 0 △ 456,508

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

一般会計

平成２４年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）教育振興課

会計区分

課・室名

成果指標1結果分類活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

平成
２４年度
予算額

 財源内訳

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井新々元気宣言
における位置付け



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

3 □ ■ S23 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 65 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

2,110 1,839 3,082 1,662

2,110 1,839 2,372 1,662

2,107 1,838 1,986 1,384

21 22 20 18

123 63 220 54

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 部（庁） 教育振興 教育企画

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 教育委員会費 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

○教育委員会の運営に要する経費

［事業内容］

１　定例教育委員会の開催（月２回）
２　臨時教育委員会の開催
３　県議会への出席
４　市町教育委員研修会の開催
５　市町教育委員会連絡協議会への補助
６　全国都道府県教育委員会連合会負担金

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,634 1.7%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,634 △ 3.9%

決 算 額 の 推 移 △ 11.7%

活動 教育委員会の開催数 21 0.6% Ⅱ

事業効果 指標

の推移 成果 市町教育委員研修会参加者数 58 33.1% Ⅰ

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 1,634

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 1,634

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　学校教育、生涯学習、文化・スポーツの振興などの分野において教育行政の一体的な推進がな
されている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　教育委員会を運営していく上で必要となる最小限度の経費を予算化している。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ ■ H14 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 11 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

3,471 3,283 2,858 2,363

3,471 3,283 2,858 2,363

3,465 2,100 1,848 1,746

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 部（庁） 教育振興 教育企画

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 事務局管理費 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

○教育庁事務局の運営

［事業内容］

教育記者室管理運営委託

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 2,224 △ 10.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,701 △ 15.9%

決 算 額 の 推 移 △ 19.0%

活動 ※数値設定が困難なため、特記事項に記載

事業効果 指標

の推移 成果 ※数値設定が困難なため、特記事項に記載

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 1,701 　記者会見、報道機関への連絡等、教育記者室の円滑な運営により、教育の振興に
寄与されている。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 1,701

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　教育行政情報の受付および提供等、教育記者室の円滑の運営により教育の振興が図られている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　教育記者室を運営していく上で必要となる最小限度の経費を予算化している。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

2 □ ■ S21 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 67 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

115,475 112,550 108,889 108,839

115,475 112,550 108,889 108,839

115,475 100,133 96,596 96,950

3455 3459 3516 3543

3384 3362 3385 3425

97.9% 97.2% 96.3% 96.7%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　定年退職予定者ドックの泊数および負担割合を見直し、予防接種に対する補助を廃止する。ま
た職員健康診断事業については、実績に基づいた予算単価に見直し、今後も教職員の健康管理を
徹底していく。 見　直　し　額 △ 16,377 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　健康診断受診率は増加している。今後も、疾病の早期発見・早期治療および職員の健康保持に
努めたい。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 99,524

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 99,524 平成　８年　①４５歳、５５歳ドッグ新設　②ガン検診（大腸、肺、乳、子宮）新設
平成１１年　ガン検診（大腸、肺、乳、子宮）互助会事業に
平成１４年　４８歳、５３歳、５８歳ドッグ新設
平成２０年　互助会事業委託
平成２３年　電話相談事業の廃止

　学校保健法、労働安全衛生法、地方公務員法、被服貸与規程に基づき教職員の
健康管理事業、福利事業を実施している。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅲ

指標

の推移 成果 受診率 96.8% △ 0.3%

Ⅱ

事業効果 指標 健康診断受診者数 3,417 0.2% Ⅱ

△ 3.6%

決 算 額 の 推 移 △ 5.5%

活動 組合員数 3,530 0.5%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 106,025 △ 2.1%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 99,524

法定受託事務

[事業目的]

教職員の福利厚生および健康保持と職場の安全・能率向上を図る。

［事業内容］

（１）健康管理事業
　　①職員健康診断　②ガン検診　③人間ドッグ　④労働安全衛生管理体制整備
（２）福利事業
　　①生涯生活設計　②被服貸与

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 教職員厚生管理事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 教育振興課 厚生

－３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

7 ■ ■ S63 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 25 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

1,102,254 791,255 570,001 569,065

1,016,837 745,207 533,990 505,602

1,005,433 714,574 509,625 498,354

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

49.4% 50.1% 50.3% 50.5%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　ＣＡＩ学習装置および産業教育実習用コンピュータのパソコン更新期間を6年から7年に見直しする。
　社会を取り巻く情報環境が急速に発展する中で、ＩＴ教育の重要性が益々高まることから、ＩＴ教育現場
において支障をきたさぬよう整備を進めていく。 見　直　し　額 △ 406,437 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　教育用コンピュータや産業教育整備など、学校の授業で使用する大型備品などを必要に応じて整備してお
り、一定の効果をあげている。
　情報教育および職業教育において生徒に基礎的な知識と技術を習得させるためには、情報機器をはじめと
する各種設備の整備は不可欠である。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □

国　　　　　庫 234,297

その他特定財源

一　般　財　源 104,433

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 338,730
第1次計画（S63～H4）
第2次計画（H5～H9）、第2次延長計画（H10～H12）
第3次計画（H13～H17）
第4次計画（H18～H22）
平成19年　庁内情報ｼｽﾃﾑ最適化事業において経費削減
平成23年　ＬＬ装置更新計画の見直し

【教育用コンピュータ整備目標】
①全学校にCAI学習用コンピュータを整備（1校当り42台）
②全学校に教育情報化用コンピュータを整備（1校当り普通教室2台、特別教室6台他）
③職業系学科をもつ学校に実習用コンピュータを整備（ｶﾘｷｭﾗﾑに合わせて必要台数）
④全学校にインターネットの高速回線を整備
⑤全学校に校内LANを整備
平成24年度2月補正で理科教育設備を前倒し

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

の推移 成果

（CAI整備率＋情報化コンピュータ整備率）÷2 Ⅱ

事業効果 指標 教育施設整備率 50.8% 0.7% （LL整備率＋理科教育設備整備率＋産業教育設備整備率）÷3 Ⅱ

△ 23.3%

決 算 額 の 推 移 △ 19.9%

活動 教育用コンピュータ整備率 100.0% 0%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 387,686 △ 22.1%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 338,730

法定受託事務

[事業目的]

高等学校の教育環境の整備に要する経費

［事業内容］

（１）ＣＡＩ学習装置（対象：全高校30校、内容：1校当たり教育用コンピュータ教室1教室の整備）
（２）ＬＬ装置（対象：普通科・商業科を設置している高等学校22校、内容：語学演習装置一式の整備）
（３）理科教育等設備（対象：全高校30校、内容：4万円以上の理科設備等の整備）
（４）産業教育設備（対象：全高校30校、内容：一般設備、更新設備、新設学科設備、先端技術機器設備の整備）
（５）産業教育実習用コンピュータ（対象：商業・工業系学科を設置している14校、内容：産業教育実習用コンピュータ教室を必要部屋数整備）
（６）教育情報化用コンピュータ（対象：全高校30校、内容：普通教室コンピュータ等の整備）
（７）インターネット環境整備事業（対象：全高校30校、内容：30Mbps以上の高速回線）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 全日制管理費（ＥＥプラン） 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 教育振興課 学校施設整備

－４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

3 ■ ■ S63 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 25 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

94,780 24,779 52,033 14,617

86,546 22,634 65,900 13,481

84,515 22,612 61,793 13,230

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　社会を取り巻く情報環境が急速に発展する中で、ＩＴ教育の重要性が益々高まることから、Ｉ
Ｔ教育現場において支障をきたさぬよう整備を進めていく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　教育用コンピュータや産業教育整備など、学校の授業で使用する大型備品などを必要に応じて
整備しており、一定の効果をあげている。
　情報教育および職業教育において生徒に基礎的な知識と技術を習得させるためには、情報機器
をはじめとする各種設備の整備は不可欠である。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫 11,675

その他特定財源

一　般　財　源 3,503

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 15,178 平成19年　庁内情報ｼｽﾃﾑ最適化事業において経費削減 【教育用コンピュータ整備目標】
①対象学校にCAI学習用コンピュータを整備（1校当り生徒数に応じた必要台数）
②全学校に教育情報化用コンピュータを整備（1校当り普通教室2台、特別教室6台他）
③全学校にインターネットの高速回線を整備
④全学校に校内LANを整備財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

の推移 成果

（CAI整備率＋情報化コンピュータ整備率）÷2 Ⅱ

事業効果 指標

12.6%

決 算 額 の 推 移 7.1%

活動 教育用コンピュータ整備率 100.0% 0%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 20,926 1.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 15,178

法定受託事務

[事業目的]

定時制・通信制高等学校の教育環境の整備に要する経費

［事業内容］

（１）ＣＡＩ学習装置（対象：本校1校、分校1校、併置校2校　内容：1校当たり教育用コンピュータ教室1教室の整備）
（２）教育情報化用コンピュータ（対象：本校1校、分校1校、併置校5校　内容：普通教室コンピュータ等整備）
（３）インターネット環境整備事業（対象：本校1校、分校1校　内容：30Mbps以上の高速回線）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 定通制管理費（ＥＥプラン） 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 教育振興課 学校施設整備

－５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ S23 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 65 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

29,928 31,407 31,141 31,693

32,706 30,368 29,740 30,093

32,517 30,321 29,220 29,251

1081 1076 1080 1081

27 24 24 24

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　生徒に対する学習効果および実習費の効率的な執行の両面から、現行制度の継続が必要であ
る。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　農業・水産学科においては、体験的・探究的な学習を通して基礎的な知識と技術を習得する必
要があり、生産から販売までの一連の業務を体験させるための実習は不可欠である。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源 27,952

一　般　財　源 4,259

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 32,211 　昭和６３年から農場用地の借上料、演習林の経費、用水賦課金以外の実習費
は、実習による歳入の範囲内で行うこととした。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅲ

指標

の推移 成果 生徒1人当たりの歳入(千円) 26 △ 0.7% 実習費歳入／実習学科生徒数

実習学科生徒数 Ⅱ

事業効果 指標

△ 0.2%

決 算 額 の 推 移 △ 3.4%

活動 実習学科生徒数 1,088 0.2%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 31,971 1.7%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 32,211

法定受託事務

[事業目的]

農林水産高校の生徒の実習に要する経費（小浜水産高校の実習船にかかる経費を除く）

［事業内容］

（１）農林水産高校の生徒の実習（福井農林高校、坂井農業高校、若狭東高校、小浜水産高校　計４校）
　　①畜産物（豚、鶏）、農産物（米、野菜、花木等）の栽培実習
　　②水産物の養殖
　　③食品加工の実習
　　④生製品の販売実習

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 実習費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 教育振興課 学校振興

－６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ S23 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 65 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

229,478 196,757 139,524 156,131

219,622 153,314 137,824 153,869

219,283 145,002 125,951 151,539

3 2 2 2

170 170 170 170

35,110 26,171 28,088 23,178

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　カリキュラムを大型実習船による遠洋航海実習から小型実習船による操船・沿岸実習へ転換し
ていく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　専門科目の確実な習得に実習船は不可欠である。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源 24,350

一　般　財　源 131,261

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 155,611 　平成21年度よりハワイ島周辺への遠洋航海実習を3回から2回へ縮減する。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅳ

指標

の推移 成果 水揚げ高(千円） 24,626 △ 7.3%

Ⅳ

事業効果 指標 小型船実習日数 170 0% Ⅱ

△ 6.9%

決 算 額 の 推 移 △ 8.9%

活動 大型実習船遠洋航海数 2 △ 8.3%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 157,383 △ 7.7%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 155,611

法定受託事務

[事業目的]

小浜水産高校の実習船｢雲龍丸｣、｢あおば｣の航海実習に要する経費

［事業内容］

（１）大型実習船（雲龍丸：499t）
　　　まぐろ延縄漁業、沿岸実習
（２）小型実習船（あおば：19t）
　　　操船実習、イカ釣実習、海洋調査
（３）基礎航海実習

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 実習船運営費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 教育振興課 学校振興

－７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H19 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 6 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

1,199,048 886,988 1,335,668 1,458,424

981,550 979,056 1,233,168 1,104,052

979,682 715,068 1,082,140 1,098,518

7 12 8 10

6 8 11 6

74.5% 77.1% 81.2% 87.2%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 24 年度整備水準〔　　 年度　〔 88.1% 〕

　学校施設は、災害時の児童・生徒の安全を確保し、地域住民の緊急避難場所としての重要な役
割も担っており、耐震化を促進する必要性は非常に高い。
　よって、県建築物耐震改修促進計画に基づき今後も継続していく。 見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　県立学校の耐震性の劣るＣランクの棟について、優先順を考慮の上、補強工事を実施

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源 379,793

一　般　財　源 2,227

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 382,020

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況 県立学校耐震化促進事業 88.1%  〕　／　整備目標 27 100%

Ⅱ

指標

の推移 成果 耐震化率 88.1% 4.3%

Ⅰ

事業効果 指標 補強工事 8 14.7% Ⅰ

△ 12.5%

決 算 額 の 推 移 8.6%

活動 補強計画、実施設計棟 9 13.3%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 449,962 △ 8.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 382,020

法定受託事務

[事業目的]

福井県建築物耐震改修促進計画に基づき、県立学校施設の耐震化を促進する。

［事業内容］

普通教棟、体育館などの耐震補強計画策定、実施設計、補強工事実施。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 県立学校耐震化促進事業(高等学校費) 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

日本一の安全・安心（治安向上から治安実感へ） その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 教育振興課 学校施設整備

－８－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

5 ■ ■ S63 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 25 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

53,540 59,388 88,177 70,338

98,335 56,786 75,480 58,843

92,133 56,601 74,674 57,933

12 12 12 12

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

3.4% 5.2% 5.2% 5.2%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　ＣＡＩ学習装置のパソコン更新期間を6年から7年に見直しする。
　社会を取り巻く情報環境が急速に発展する中で、ＩＴ教育の重要性が益々高まることから、ＩＴ教育現場
において支障をきたさぬよう整備を進めていく。 見　直　し　額 △ 32,774 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　教育用コンピュータや産業教育整備など、学校の授業で使用する大型備品などを必要に応じて整備してお
り、一定の効果をあげている。
　情報教育および職業教育において生徒に基礎的な知識と技術を習得させるためには、情報機器をはじめと
する各種設備の整備は不可欠である。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □

国　　　　　庫 42,939

その他特定財源

一　般　財　源 21,056

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 63,995 第1次計画（S63～H4）
第2次計画（H5～H9）、第2次延長計画（H10～H12）
第3次計画（H13～H17）
第4次計画（H18～H22）
平成19年　庁内情報ｼｽﾃﾑ最適化事業において経費削減

平成11年度12月補正で5,250千円増額
平成13年度からCAI学習装置をレンタルで整備
平成13年度からインターネット回線を整備
平成19年度からCAI学習装置を買取りで整備
平成21年度6月補正で理科教育設備を前倒し整備
平成24年度2月補正で理科教育設備を前倒し

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅱ

指標 教育施設整備率 5.2% 13.2% 理振整備率 Ⅰ

の推移 成果 教育用コンピュータ整備率 100.0% 0% （CAI整備率＋情報化コンピュータ整備率）÷2

Ⅱ

事業効果 指標

△ 5.7%

決 算 額 の 推 移 △ 9.7%

活動 整備対象学校数 12 0%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 51,519 3.1%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 63,995

法定受託事務

[事業目的]

盲学校・ろう学校・養護学校（福井、福井東、福井南、嶺北、清水、奥越、南越、嶺南東、嶺南西）の教育環境の整備に要する経費

［事業内容］

（１）ＣＡＩ学習装置（対象：全特別支援学校12校、内容：1校当たり教育用コンピュータ教室1教室の整備）
（２）理科教育等設備（対象：全特別支援学校12校、内容：4万円以上の理科設備等の整備）
（３）スクールバス（対象：スクールバスを所有する特別支援学校、内容：スクールバス更新）
（４）教育情報化用コンピュータ（対象：全特別支援学校12校、内容：普通教室コンピュータ等の整備）
（５）インターネット環境整備（対象：全特別支援学校12校、内容：インターネット専用回線を整備）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 特別支援学校管理費（ＥＥプラン） 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 教育振興課 学校施設整備

－９－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ S51 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 37 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

1,494 1,483 1,466 1,477

1,494 1,483 1,466 1,477

1,494 1,483 1,466 1,477

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 教育振興課 学校振興

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 事務局費（県立学校管理者賠償責任保険負担金） 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

県立学校の施設整備の不備または管理上の瑕疵による事故および教育活動実施中の事故等に起因する損害賠償等の財政負担を補填し速やかに被害者の救済を図る。

［事業内容］

（１）施設賠償責任保険
　　①対　象：　全県立学校が対象（全日制３０校、定時制７校、通信制１校、特別支援学校１１校）
　　②限度額：　１名につき3,000千円　　　１事故につき350,000千円
（２）生産物賠償責任保険
　　①対　象：　学校給食を実施している県立学校が対象（定時制５校、特別支援学校１１校）
　　②限度額：　１名につき3,000千円　　　１事故につき350,000千円

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,464 △ 0.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,464 △ 0.5%

決 算 額 の 推 移 △ 0.4%

活動 ※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

事業効果 指標

の推移 成果 ※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 1,464 　12年度に保険料率を見直され、１２～１３年度にかけて保険料の引き上げが行
われた。

　学校施設内での事故に関しては対人賠償の責任を負うため、保険の加入は不可
欠である。今後も保険加入を続け、万が一の場合の補償に万全を期したい。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 1,464

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　学校管理者である県が国家賠償法１条または２条、民法７０９条の規定等により損害賠償の責
任を負うこととなった場合の賠償保険であり、被害を受けた生徒や一般住民の救済を図るために
は必要不可欠である。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　学校管理者として必要不可欠な経費であるため、継続して保険に加入する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－１０－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H10 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 15 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

2,982 2,750 2,750 2,648

2,982 2,750 2,750 2,648

2,732 2,533 2,444 2,317

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 教育振興課 学校振興

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 全日制管理費（校長会等負担金） 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

全日制高等学校の校長会等負担金

［事業内容］

・校長協会、教頭会、事務長会、事務職員協会の年会費
・法令に基づく負担金
・各種協会負担金

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 2,648 △ 2.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,648 △ 2.9%

決 算 額 の 推 移 △ 5.3%

活動 ※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

事業効果 指標

の推移 成果 ※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 2,648 　 　さまざまな教育活動団体に加入し、中央、他県の情報収集、教育に関する調査研
究の活動等を行うことにより、教育の振興が図られる。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 2,648

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □ 終期の見直し
　中央、他県から情報収集等し、教育の振興が図られている。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　県高等学校長会負担金を廃止するが、全国高等学校長協会等の調査・研究意見等は、中央教育
審議会等への意見具申にもつながっており、また、中央からの伝達等も各教育現場への円滑な普
及、浸透に寄与していることから、今後も事業を継続する。 見　直　し　額 △ 667 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－１１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H10 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 15 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

179 171 171 166

179 171 171 166

172 163 162 157

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 教育振興課 学校振興

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 定通制管理費（校長会等負担金） 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

定時制・通信制高等学校の校長会等負担金

［事業内容］

・校長協会、教頭会、事務長会、事務職員協会の年会費
・法令に基づく負担金
・各種協会負担金

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 166 △ 1.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 166 △ 1.8%

決 算 額 の 推 移 △ 3.0%

活動 ※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

事業効果 指標

の推移 成果 ※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 166 　さまざまな教育活動団体に加入し、中央、他県の情報収集、教育に関する調査研
究の活動等を行うことにより、教育の振興が図られる。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 166

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □ 終期の見直し
　中央、他県から情報収集等し、教育の振興が図られている。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　県高等学校長会負担金を廃止するが、全国高等学校長協会等の調査・研究意見等は、中央教育
審議会等への意見具申にもつながっており、また、中央からの伝達等も各教育現場への円滑な普
及、浸透に寄与していることから、今後も事業を継続する。 見　直　し　額 △ 23 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－１２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H24 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 教育振興課 学校振興

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 実習費（特別支援学校） 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

特別支援学校の生徒の実習に要する経費

［事業内容］

特別支援学校の生徒の実習（盲学校）
　・鍼、灸、あんま等の臨床実習

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 250

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 250

決 算 額 の 推 移

活動 施術者数

事業効果 指標

の推移 成果 ※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 250

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 250

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　理療科においては、基礎的な知識と技術を習得する必要があり、鍼、灸などの臨床実習は不可
欠である。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　生徒に対する学習効果および実習費の効率的な執行の両面から、継続が必要である。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－１３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ S23 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 65 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

600 600 600 600

600 600 600 600

559 559 559 559

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 教育振興課 学校振興

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 実習船運営費（実習船運営協議会負担金） 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

小浜水産高校の実習船｢雲龍丸｣の運営に要する負担金

［事業内容］

（１）全国水産高等学校実習船運営協議会負担金
（２）神奈川県漁船無線協会負担金
（３）全国漁業無線協会負担金
（４）ファックス共同ニュース聴取料負担金

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 600 0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 600 0%

決 算 額 の 推 移 0%

活動 ※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

事業効果 指標

の推移 成果 ※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 600 　実習船に関する研究、情報収集等、雲竜丸の運行に寄与している。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 600

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　実習船に関する調査・研究、情報収集等のために必要である。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　実習船の在り方については、カリキュラムを大型実習船による遠洋航海実習から小型実習船に
よる操船・沿岸実習へ転換していく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－１４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H10 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 15 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

1,466 1,196 1,196 1,139

1,466 1,196 1,196 1,139

1,431 1,145 1,139 1,083

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 教育振興課 学校振興

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 特別支援学校管理費（校長会等負担金） 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　盲学校・ろう学校・養護学校（福井、福井東、福井南、嶺北、清水、奥越、南越、嶺南東、嶺南西）の管理運営

［事業内容］

・校長協会、教頭会、事務長会、事務職員協会の年会費
・法令に基づく負担金
・各種協会負担金

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,139 △ 5.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,139 △ 5.8%

決 算 額 の 推 移 △ 8.5%

活動 ※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

事業効果 指標

の推移 成果 ※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 1,139 　さまざまな教育活動団体に加入し、中央、他県の情報収集、教育に関する調査研
究の活動等を行うことにより、教育の振興が図られる。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 1,139

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □ 終期の見直し
　中央、他県から情報収集等し、教育の振興が図られている。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　県高等学校長会負担金を廃止するが、全国高等学校長協会等の調査・研究意見等は、中央教育
審議会等への意見具申にもつながっており、また、中央からの伝達等も各教育現場への円滑な普
及、浸透に寄与していることから、今後も事業を継続する。 見　直　し　額 △ 230 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－１５－
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ S46 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 42 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

1,630 1,630 1,630 1,630

1,630 1,630 1,630 1,630

975 1,021 932 1,074

246 243 308 305

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　定通制の生徒の利便が図られており、今後も継続していく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　生徒数が伸びており、多くの生徒に利便が図られている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 1,630

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 1,630

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

の推移 成果

Ⅰ

事業効果 指標

0%

決 算 額 の 推 移 3.7%

活動 生徒数（通信制を除く。） 325 7.8%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,630 0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,630

法定受託事務

[事業目的]

　道守高校の定時制、通信制の生徒の利便を図る。

［事業内容］

　授業時間に合わせてスクールバスの代行運転を委託する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 定通制管理費（スクールバス代行運転委託） 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 教育振興課 学校振興

－１６－


